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1 ．は じ め に
周防大島町は山口県の東端に位置し，瀬戸内海に浮かぶ周防大島（屋代
島）とその周辺に位置する 5つの有人島と26の無人島から構成されてい
る。瀬戸内海では，淡路島，小豆島に次いで 3番目に大きい島である。島
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要　　　旨
明治時代，山口県周防大島は数千を超える島民が出稼ぎのため海を渡り，ア
メリカ，特にハワイで成功した歴史を持つ。そのうち多くは帰国することなく
移民としてアメリカに留まり，日本の他の地域からやって来た人々と共に日系
移民社会の基礎を築いた経緯から，海外の文物を受容する寛容な文化が育ま
れ，子どもたちに対する外国語や異文化理解教育に力を入れていると推測され
る。本論文ではこのような仮説の下に，周防大島町教育委員会を訪ね，教育長
並びに指導主事への聞き取り調査を行い，山口県英語教育推進計画（2014年～
2017年）および周防大島町提案型少人数指導による授業改善と学力向上の推進
計画（2014年度）の下に，教育現場ではどのように授業改善が試みられ，どの
ように子どもたちの学力向上が推進されているのか，周防大島町教育委員会の
取り組みについて検証する。
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と本州側の柳井市とは約1km の大島大橋で結ばれていてその往来は利便
性に富んでいる。2014年 4 月現在の人口は18,334人で世帯数は9,960戸であ
る 1）。縄文時代や弥生時代の遺跡により，当時から周防大島に人間活動の
あったことがわかっており，『日本書紀』ではイザナキ・イザナミが生ん
だ大八島のひとつ， 7番目に生まれた島とされ，『古事記』にも同様の記
述があり，古代主要交通路としての瀬戸内海の要所であったと考えられて
いる
 2）
。
歴史的には，1868年（明治元年）にハワイに渡った元年者が横浜を中心
とした地域の出身者であったのに対して，1885年（明治18年）以降の官約
移民は，瀬戸内海の周防大島を中心とした地域出身の出稼ぎ者が多かっ
た。第 1回官約移民船「東京市号」でハワイに渡航した944人のうち，山
口県人が約半数の420人を占め，それも周防大島を中心とした地域の人た
ちばかりであった。その後，官約移民制度は1893年（明治26年） 1 月の第
2次ハワイ革命でハワイ王国が倒れたことでその翌年をもって幕を閉じ
た。それまで29,000人余りが日本からハワイに渡ったが，山口県人の占め
る割合は，広島県人38.2％に次いで35.8％と高かった 3）。
現代に目を移してみると，2013年 7 月19日の周防大島町福祉課からの教
育・文化ニュースには，「大島町内にあるすべての公私立の保育所と保育
園14ヵ所に，月 1回英語講師の派遣を始めた。就学前から英語に親しむの
が目的で，同様の取り組みは山口県内で初めてである。講師によるレッス
ンは毎回 1時間程度で，果物などのイラストが描かれたカードを使用し
て，簡単な英会話を学んでいる。講師は前年度まで町の外国語指導助手
（Assistant Language Teacher，以下 ALT）を務めていた人で，町は2013年度予
算に講師の報酬も計上している。」 4）との情報に目が留まる。明治時代には
多くの島民が出稼ぎのため海を渡り，アメリカ，特にハワイで成功した歴
史を持ち，そのうち多くは帰国することなく移民としてアメリカに留まり，
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日本の他地域からやって来た人々と共に日系移民社会の基礎を築いた経緯
から，周防大島町では，海外の文物を受容する寛容な文化が育まれ，今日
の教育現場では，子どもたちに対する外国語や異文化理解教育に力を入れ
ていると推測される。本論文ではこのような仮説の下に，周防大島町教育
委員会
 5）
を訪ね，教育長西川敏之氏，並びに指導主事山本晴彦氏への聞き
取り調査を行い，山口県英語教育推進計画（2014年～2017年）および周防
大島町提案型少人数指導による授業改善と学力向上の推進計画（2014年度）
に関する調査結果を基に，周防大島町教育委員会の英語教育への取り組み
について検証する。
2．公立小学校への英語教育導入
1996年 7 月19日，文部科学省中央教育審議会は，「21世紀を展望した我
が国の教育の在り方について」，小学校段階での外国語教育を教科として
一律に実施する方法は採らないが，総合的な学習の時間や特別活動の時間
などを利用して，英会話や外国の生活文化などに慣れ親しむことが必要
であると答申した 6）。2002年 6 月に提出された「経済財政運営と構造改革
に関する基本方針2002」（「骨太の方針2002」）に基づき，2003年 3 月，文部
科学省は「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」を発表し
 7）
，
総合的な学習の時間などで行われている小学校の英会話活動を支援するた
め，外国語指導助手（ALT），英語に堪能な地域人材に対して特別非常勤
講師制度を適用することを目標とした 8）。2006年 3 月27日には，中央教育
審議会外国語専門部会が示した「小学校における英語教育について（案）」
が出された際，小学校 5年生からの英語教育必修化の可能性が報道され，
その是非について論争となった
 9）
。2008年 3 月告示の小学校指導要領で，
2011年 4 月より小学校 5・ 6年生を対象とした外国語活動（英語）の導入
がなされ，移行措置期間である2009年 4 月以降，多くの小学校が前倒しで
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外国語活動の実施を始めた
 10）
。文部科学省は，2011年 4 月からの小学校外
国語活動本格実施を前に，共通教材として小学校 5・ 6年生に対して『英
語ノート』
 11）
を配布した。その後，外国語活動を実施している小学校では
『英語ノート』の使用率が99.1％と定着していたが，2012年度よりその使
用が廃止され，新たな外国語活動教材の開発，作成へと方針が変換され
た
 12）
。更に2013年12月13日には，「グローバル化に対応した英語教育改革
実施計画」が発表され，小学校英語の教科化実施計画として，小学校の中
学年でコミュニケーション能力の素地を養うための活動型授業を 1週間に
1コマから 2コマ程度，高学年では教科型の授業を 3コマ程度実施し，初
歩的な英語の運用能力を養うとした
 13）
。
3 ．公立小学校での英語教育の現状
2013年12月13日，初等中等教育からのグローバル化に対応した教育環境
作りを進めるため，文部科学省が発表した小中高等学校を通じた英語教育
改革を計画的に進めるための「英語教育改革実施計画」
 14）
は，小学校にお
ける英語教育の拡充強化，中・高等学校における英語教育の高度化など，
小・中・高等学校を通じた英語教育全体の抜本的充実を図ることを目的と
する。また2020年の東京オリンピック・パラリンピックを見据え，新たな
英語教育が本格的に展開できるように，本計画に基づき体制整備を含め
2014年から逐次改革を推進するものである。
小学校英語教育の視点からは，グローバル化に対応した新たな英語教育
の在り方として，小学校中学年では，コミュニケーション能力の素地を養
うため活動型授業を週 1コマから 2コマ程度，学級担任を中心に展開し，
英語を用いてコミュニケーションを図る楽しさを体験することで，コミュ
ニケーション能力の素地を養うことが提案されている。小学校高学年につ
いては，初歩的な英語の運用能力を養うため教科型授業を週 3コマ程度，
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モジュール
 15）
授業も活用しながら，英語の指導力を備えた学級担任に加
えて，専科教員を積極的活用し，読むことや書くことも含めた初歩的な英
語運用能力を養うことを目的とする。2014年度から強力に推進する新たな
英語教育の在り方実現のための体制整備として，小学校英語教育推進リー
ダーの加配措置および養成研修，専科教員の指導力向上，小学校学級担任
の英語指導力向上，研修用映像教材等の開発および提供，教員養成課程お
よび採用の改善充実が挙げられ，小学校における指導体制強化を目指して
いる
 16）
。
小・中・高等学校を通じてそれぞれ目標，取り扱う内容，評価を改善す
るにあたって，「英語を用いて何ができるようになるか」という観点から
目標を具体化し，小中高を通じて一貫した学習到達目標を設定する。言語
活動の内容（聞き取り，多読，速読，作文，発表，討論等）や学習量を増加し，
「英語を用いて～することができる」という形式による目標設定（CAN-DO
リスト）に対応する形で 4技能を評価する。また我が国や郷土の伝統や文
化について英語で伝えるという視点も含めることにより，日本人としての
アイデンティティに関わる教育を充実し，伝統文化および歴史を尊重する
こと目指す。そのことは東京オリンピック・パラリンピックに向け，児童
生徒が英語により日本文化を発信し，国際交流・ボランティア活動等に取
り組む姿勢を後押しすることになる 17）。
小学校における指導体制強化の課題として，小学校高学年における英語
教育の教科化に伴う指導内容の高度化および指導時間増に対応する必要が
ある中，現状では不足する高度な英語指導力を備えた専科教員として指導
が可能な人材の確保が急務である。また，小学校中学年からの英語教育
（活動型）開始に伴い，中学年の学級担任も外国語活動の指導を行う必要が
生じるため，研修をはじめとする指導体制の大幅な強化が不可欠な状態で
ある。具体的な施策としては，小学校英語教育推進リーダーの加配措置
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および養成研修（国），小学校中核教員養成研修（国，県等），専科教員指
導力向上研修（国，県等），小学校学級担任英語指導力向上研修（校内研修，
初任研修，免許状更新講習等）（県等）が挙げられる
 18）
。
外部人材の活用促進の課題としては，小学校英語の抜本的拡充をはじめ
とした，小・中・高等学校にける英語教育の充実に対応するため，教員の
確保，指導力向上だけでは十分対応できない部分について，JET 19）や民間
の ALT 等，外部人材のさらなる活用が不可欠である。具体的な施策とし
ては，JET-ALT の計画的配置拡大（国，県等），高度な英語指導力を有す
る ALT 等による単独での授業実施，外部人材や民間事業者活用のための
ガイドライン策定による質の確保と利用促進，ALT等指導力向上研修の導
入（国，県，民間）が考えられている
 20）
。
指導用教材等の開発に関しては，教科化に伴う指導内容の高度化や指導
時間増に円滑に対応するためには，新たな指導用教材および研修用教材の
整備が不可欠である。具体的な施策としては，小学校英語の教科化の先行
実施のための教材開発および整備，モジュール授業指導用 ICT 教育 21）教材
の開発および整備，教員研修用映像教材の開発および提供が必要である 22）。
教員養成課程および採用の改善充実については，当面の指導体制の整備
と並行して，高度な英語力と指導法を身につけた教員の養成および採用が
急務である。具体的な施策としては，小学校英語（教科）に対応する特別
免許状の創設，教員養成の改善充実，英語科教員について外部検定試験を
活用するなど，採用選考の改善を促すことが求められる
 23）
。
4 ．グローバル化に対応した英語教育改革の五つの提言
文部科学省の「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」（2013
年12月）の具体化のため，2014年 2 月から 9月にかけて「英語教育の在り
方に関する有識者会議」が 9回開催された。改革を要する背景として，グ
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ローバル化の進展の中で，国際共通語である英語力の向上は日本の将来に
とって極めて重要である。アジアの中でトップクラスの英語力を目指すべ
きであることから，今後の英語教育改革においては，その基礎的，基本的
な知識，技能と，それらを活用して主体的に課題を解決するために必要な
思考力，判断力，表現力等の育成が重要な課題である。我が国の英語教育
は，特にコミュニケーション能力の育成について更なる改善を要する課
題も多い。東京オリンピック・パラリンピックを迎える2020年を見据え，
小・中・高等学校を通じた新たな英語教育改革を順次実施できるよう以下
のように五つの提言が示されている
 24）
。
　改革 1．国が示す教育目標・内容の改善
学習指導要領では，小・中・高等学校を通して，各学校段階の学習を円
滑に接続させ，「英語を使って何ができるようになるか」という観点から
一貫した教育目標（ 4技能に係る具体的な指標の形式の目標）を示す。小学校
では，中学年から外国語活動を開始し，音声に慣れ親しませながらコミュ
ニケーションの素地を養い，ことばへの関心を高める。高学年では，身近
なことについて基本的な表現によって「聞く」「話す」ことなどに加え，
「読む」「書く」ことの育成を含めたコミュニケーション能力の基礎を養
う。学習に体系性を持たせるため教科として英語の授業を行うことが求め
られる
 25）
。
高学年においては，中学年から中学校への学習の連続性を持たせなが
ら， 4技能を扱う言語活動を通してより系統性を持たせて指導（教科型）
を行う。このため外国語の基本的な表現に関わって聞くことや話すことな
どのコミュニケーション能力の基礎を養うこととする。より系統性を持た
せた体系的な指導を行う教科として位置づける。その際，単に中学校で学
ぶべき内容を小学校高学年に前倒しするのではなく，学校内外の影響を踏
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まえながら，小学校の発達段階に応じて「読むこと」「書くこと」に慣れ
親しみ積極的に英語を読もうとしたり，書こうとしたりする態度の育成を
含めた初歩的な運用能力を養うことが考えられる。例えば，馴染みのある
定型表現を使って，自分の好きなものや，家族，一日の生活などについて，
友達に質問したり，質問に答えたりすることができる。文構造など，こと
ばの規則性に関する気付きを意図的に促す指導や，文字の認識，単語への
慣れも加えることで，発達段階に応じて，知的好奇心に応えるものとす
る。中学校での学習内容となっているものとして，例えば文字や符合の識
別は，小学校で扱うことについて検討する。また他教科と連動した学習内
容や言語活動を設定することにより，思考力，判断力，表現力や主体的に
学習する態度を身に付けることも重視する。小学校高学年における指導語
彙数は，例えば，『Hi, friends!』 26）を活用したこれまでの成果を踏まえな
がら語彙数などを検討し，中学校においてこれらの語彙も含め更なる定着
を図ることとする
 27）
。
　改革 2．学校における指導と評価の改善
英語学習では失敗を恐れず，積極的に英語を使おうとする態度を育成す
ることが重要である。学習指導要領を踏まえながら， 4技能を通じて「英
語を使って何ができるようになるか」という観点から，例えば CAN-DO
形式のような学習到達目標を設定し，その指導，評価法を改善する。併せ
て主体的な学習につながる「コミュニケーションへの関心，意欲，態度」
を重視し，観点別学習の評価において，例えば，「英語を用いて～ができ
る」とする観点を「英語を用いて～しようとしている」とした評価方法の
検証と活用を進める
 28）
。
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　改革 3．高等学校・大学の英語力の評価および入学者選抜の改善
生徒の 4技能の英語力，学習状況の調査，分析を行い，その結果を教員
の指導改善や生徒の英語力の向上に生かす。入学選抜における英語力の測
定は， 4技能のコミュニケーション能力が適切に評価されることが重要で
ある。各大学等のアドミッション・ポリシーとの整合性を図ることを前提
に，入学者選抜に 4技能を測定する資格，検定試験の更なる活用を促進す
る。そのために，学校，資格試験関係団体，専門家からなる協議会を設置
し，適切な資格，検定試験の情報提供，指針づくり（学習指導要領との関係，
評価の妥当性，換算方法，受験料，場所の適正，公正な実施体制等，試験官の検証，
英語問題の調査，分析，情報提供等）の取り組みを早急に進めることを目指す。
「達成度テスト」の具体的な検討を行う際は，連絡協議会の取り組みを参
考に英語の資格，検定試験の活用の在り方も含めて検討する 29）。
　改革 4．教科書・教材の充実
小学校高学年で教科化する場合，学習効果の高い ICT教材活用も含め必
要な教材等を開発，検証，活用する。主たる教材である教科書を通じて，
説明，発表，討論等の言語活動により，思考力，判断力，表現力等が一層
育成されるよう，次期学習指導要領改訂においてそのような趣旨を徹底す
るとともに，教科用図書検定基準の見直しに取り組む。国において音声や
映像を含めた「デジタル教科書・教材」の導入に向けた検討を行う。ICT
予算に係る地方財政措置を積極的に活用し，学校の英語授業における ICT
環境を整備する
 30）
。
　改革 5．学校における指導体制の充実
地域の大学，外部専門機関との連携による研修等の実施や，地域の指導
的立場にある教員が英語教育担当指導主事や外部専門家等とチームを組ん
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で指導に当たることなどにより，地域全体の指導体制を強化する。地域の
中心となる英語教育推進リーダー等の養成，定数措置などの支援が必要と
なってくる。
各学校では，校長のリーダーシップの下で，英語教育の学校全体の取り
組み方針を明確にして，中核教員等を中心とした指導体制の強化に取り組
むことが重要である。小学校の学習を中学校へ円滑に接続させるため，小
中連携の効果が期待される相互乗り入れ授業，カリキュラムづくり，指導
計画作成などを行う合同研修など実質的な連携促進が必要である。小学校
の中学年では，主に学級担任が外国語指導助手（ALT）等とのティーム・
ティーチングも活用しながら指導し，高学年では，学級担任が英語の指導
に関する専門性を高めて指導する。併せて専科指導を行う教員を活用する
ことにより，専門性を一貫重視した指導体制を構築する。小学校教員が自
信を持って専科指導に当たることが可能となるよう「免許法認定講習」開
設支援等による中学校英語免許状取得を促進する。英語指導に当たる外部
人材，中・高等学校英語担当教員等の活用を促進する。2019年度までに，
すべての小学校で ALT を確保するとともに，生徒が会話，発表，討論等
で実際に英語を活用する観点から中・高等学校における ALT の活用を促
進する。大学の教員養成におけるカリキュラムの開発，改善が急務である。
例えば，小学校における英語指導に必要な基本的な英語音声学，英語指導
法，ティーム・ティーチングを含む模擬授業，教材研究，小・中連携に対
応した演習や事例研究等の充実を図ることを検討する
 31）
。
5 ．山口県英語教育推進計画
山口県では2014年度から2017年度に亘り英語教育推進計画として，英語
教育によるコミュニケーション能力等を養い，グローバル化に対応した人
材の育成を強化するため，外部専門機関と連携した効果的な研修を通して，
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英語教育担当者の指導力を向上するとして，以下の 3点を推進している
 32）
。
　⑴小中学校連携英語教育推進校・連携校，研修協力校の指定
小中高等学校連携のため，高等学校 7校，中学校15校，小学校32校をそ
れぞれ推進校に指定して，中学校教員の小学校外国語活動の授業への協
力，小学校教員の中学校英語科授業の参観，児童生徒の実態を踏まえた研
究協議の実施を進め，高等学校との連携では，小学校の外国語活動や中学
校の英語科の授業を公開し，高等学校教員が参観する。また小中学校教員
が高等学校で行われる授業を参観する取り組みを進めている。更に高等学
校 1校，中学校 2校，小学校 3校が研修協力校に指定され，国の養成研修
の内容を踏まえた授業改善を進め，外部専門機関と連携し，校内研修等を
通した校内全体の指導力向上を図っている。
　⑵英語教育推進教員の配置
山口県内 7地域において，小学校教員 7名，中学校教員 2名を英語教育
推進教員として配置し，配置校（本務校）および近隣小中学校（兼務校）へ
継続的に訪問し，英語教育の向上を支援し，児童生徒の学力向上を推進
する手助けとしての役割を果たす。具体的には，模範授業やティーム・
ティーチングを通して，英語教育に関わる授業実践や授業改善への指導や
助言を行う。
　⑶英語指導力向上のための研修会実施
○中学校，高等学校英語指導力向上研修会日程
2014年 11月27日　外部試験実施団体の講師による講義・演習
 11月28日　養成研修を受講した英語教育推進教員による講義・演習
2015年 8 月（ 2日間）　養成研修を受講した英語教育推進教員による講義・演習
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○小学校英語教育中核教員養成研修会日程
2014年12月25日　外部試験実施団体の講師による講義・演習
2015年 1 月30日　養成研修を受講した英語教育推進教員による講義・演習
    　 8月（ 2日間）　養成研修を受講した英語教育推進教員による講義・演習
6．周防大島町教育委員会の英語教育への取り組み
資料「2014年度提案型少人数指導による授業改善と学力向上の推進に
ついて」によると，周防大島町では，中高連携に関わる推進教員が中高一
貫教育の連携中学校を継続的に訪問し，授業提供や授業改善の指導および
助言を専門的に行う加配教員を配置することで，少人数指導の充実を目指
し，教員の授業力向上を支援するとともに，児童生徒の学力向上を推進す
るとしている
 33）
。
具体的には，大島中学校が配置校（本務校）である英語担当の S 先生は，
英語教育推進教員として継続的に近隣の久賀中学校，東和中学校，安下庄
中学校を毎週一回程度，満遍なく巡回して英語指導に当たる。その際取り
組む内容は，授業実践および授業提供によりそれぞれの中学校の教員と加
配教員による少人数指導の実践，少人数指導実施記録への気付きの記入お
よび記録の蓄積，教員への個別指導と助言，校内研修での指導と助言，学
力向上プランの分析と指導，他校の取り組み事例の紹介，研究協議での指
導と助言，周防大島町教育委員会との情報交換，中高一貫教育の推進，中
高の交流授業の充実となっている
 34）
。このような中高一環，相互乗り入れ
の取り組みは，更に小学校連携校に拡大し効果を上げていくような制度と
して機能している。
7．授業改善・学力向上だより「Tsunagari」から
周防大島町英語教育推進教員である S 先生は，手づくりの授業改善・学
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力向上だより「Tsunagari」（2014年10月 1 日） 35）の中で，「小学校では 5・
6年生の外国語活動が定着し，今後は教科化，更に早い時期からの導入も
計画されています。中学校では，各学年週 4時間，英語の授業が行われて
おり，全教科の中で一番授業数の多い教科となりました。高校では英語に
よる授業が行われており，『英語が使える日本人』の育成に向けて，小中
高大のつながりの重要性がますます求められています。10月 9 日（木）に
森野小学校にて，東和地区の 6年生を対象に，東和中学校の S 先生と ALT
の先生
 36）
が，小中高連携英語教育推進校の公開授業を行われる予定です。
ご参加ください。」と述べ，グローバル化に対応する英語教育の現状と在
り方について発信している。
2014年11月 3 日の「Tsunagari」では，「 9月26日に，英語教育の在り方
に関する有識者会議から，五つの提言が報告されました。グローバル化し
ていく世界の中で，英語力，コミュニケーション能力の育成は，欠かせな
いものとなっています。各校種間の連携も大きなテーマとなっています。
大きく変わろうとしている英語教育。ホームページで詳細をぜひご覧くだ
さい。」と述べ，グローバル化するボーダレスの世界で活躍するためには，
児童，生徒たちの英語力の養成が急務であること，そして学校間の連携の
重要性について発信している。
更に2015年 1月15日の「Tsunagari」では，「英語には，「聞くこと」「話
すこと」「読むこと」「書くこと」の 4技能がありますが，生徒たちが一番
苦手なのは，おそらく「書くこと」「読むこと」です。しかし，英語が苦
手な生徒たちも，取り組みやすい活動が『チャンツ』です。小学校の外国
語活動で使用されている『Hi, friends!』の中にも「Let’s Chant」という活
動がたくさん出てきます。『チャンツ』とはリズムや音楽にのせて，英文
を練習する活動です。まずは，耳と口から文型を覚えると，少し難しい「読
むこと」「書くこと」の活動にも，スムーズに進むことができます。今日は，
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Warm-Up に適切な，児童・生徒の大好きなチャンツを紹介します。」と述
べ，児童・生徒が楽しく学べる授業の仕方や教材について発信している。
2015年 2 月 9 日の「Tsunagari」には，「ますます国際化が進む現在，日
本でも，英語教育の重要性が高まっています。今日は，英語教育に関する
お勧めのサイトを紹介します。現在，そして今度の英語教育についての情
報や，授業に生かせるアイディアや指導法を収集してください。」と述べ，
文部科学省ホームページ，英語教育ポータルサイト『えいごネット』，教
科書会社のサイト，旺文社が小学校の英語活動に向けて開いているサイト
などを紹介し利用するように呼びかけている。
また2015年 3 月 9 日の「Tsunagari」では，「各校に，電子黒板やプロジェ
クター，iPAD などが導入され，活用されています。大島中学校では，現
在 2・ 3年生の教室に大型テレビが配置されており，来年度は 1年生の教
室にも入ってくる予定です。iPAD ひとつ持っていけば，簡単に様々な用
途で活用できるこの環境はとても便利です。私自身は，これらの機器を十
分に活用できていませんが，大島中学校の先生方をはじめ，各校で実践さ
れていて，英語の授業で使えそうな方法をご紹介したいと思います。」と
述べ，文部科学省のグローバル化に対応した英語教育改革の五つの提言
のうち 4番目の改革に沿った ICT教育の利便性と活用について発信してい
る。実際，周防大島町教育委員会では，近々 iPAD や電子黒板の導入を計
画しているとのことである。
8．お わ り に
明治時代，山口県周防大島は数千を超える島民が出稼ぎのため海を渡
り，アメリカ，特にハワイで過酷な労働に耐え忍び成功を手に入れた者も
少なくなかった歴史を持つ。そのうち多くは帰国することなく移民として
アメリカに留まり，日本の他の地域からやって来た人々と共に日系移民社
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会の基礎を築いた経緯から，海外の文物を受容する寛容な文化が育まれ，
今日の教育現場では，子どもたちに対する外国語や異文化理解教育に力を
入れているとの推測から，周防大島町教育委員会を訪ね，教育長西川敏之
氏，並びに指導主事山本晴彦氏への聞き取り調査を行った。
公立小学校への英語教育導入については，まず，1990年代後半から，小
学校で英語教育（活動）を始めるべきか否かについて取り沙汰されるよう
になり，2000年代に入ると『英語が使える日本人』の育成が求められ，更
に盛んな議論が行われるようになった。2000年代後半には，小学校におけ
る早期英語教育が当たり前のこととして論じられ，教育界では勿論のこ
と，一般の国民や，特に小学生を持つ親の間でも，早期英語教育が肯定的
に受け止められるようになって，2011年 4 月から小学校 5・ 6年生を対象
とした英語教科化が順次進められることになった。更に2013年12月には，
文部科学省より「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」が発表
され，小学校英語の教科化実施計画として，小学校中学年では，コミュニ
ケーション能力の素地を養うための活動型授業の導入を，また小学校高学
年では，教科型授業の導入を進めることになった。
文部科学省は，小学校中学年，高学年への英語教育教科化に当たって，
ただ中学校で行われてきた英語教育の前倒しではない，グローバル時代に
活躍できる人材を育成するために相応しい教育を実現する「グローバル化
に対応した英語教育改革の五つの提言」を示した。英語の基礎的，基本的
な知識および技能と，それらを活用して主体的に課題を解決する思考力，
判断力，表現力等の育成を目指し，コミュニケーション能力の向上を図る
教育改革である。
次に，山口県に視点を移すと，文部科学省の英語教育改革の提言を受け
て，小中学校連携英語教育推進校，連携校，研修協力校を指定して，それ
ぞれが既に持っている教育の蓄積を相互に享受し合う制度を提案している
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が，周防大島町では，山口県の提案を具体的に教育現場で実践し，英語教
育推進教員が継続的に配置校（本務校）近隣の小中学校（兼務校）を巡回し
て英語指導に当たる教育を行っている。当該の周防大島町英語教育推進教
員は，授業改善・学力向上だより「Tsunagari」を介して，小学校および
中学校の英語担当教員に対して，文部科学省が主導する英語の教科化，早
期化，英語教育の在り方に関する有識者会議の協議内容，楽しく英語を学
んでもらうための工夫や使用教材の提案，英語教育に関する情報サイトの
紹介，ICT 教育の利便性の紹介や活用方法の提案など，豊かな情報を満載
して英語を教える教員の教育指導を展開している。
周防大島町教育委員会教育長並びに指導主事への聞き取り調査，当該教
育委員会から提供された資料から，周防大島町がいち早く，他の自治体に
先んじて，小学校，中学校の英語教育改革と英語教育推進に取り組んでい
ることが明らかとなった。
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文社，13頁。
20） 前掲，注13） 4 頁。
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21） ICT教育は，情報コミュニケーション技術教育の別称で，情報通信技術の
利用，活用方法を教育の一環として取り入れた教育，または ICT を駆使し
た教育のことである。具体的には，電子黒板やノートパソコン，タブレッ
ト型端末などを用いた教育を指すことが多いが，広義の ICT教育にはデジタ
ルカメラやプロジェクターなどを用いた教育を含めることもある。http://
www.weblio.jp/content/ICT%E6%95%99%E8%82%B2
22） 前掲，注13） 4 頁。
23） 前掲，注13） 4 頁。
24） 文部科学省（2014年10月）「グローバル化に対応した英語教育改革の五つ
の提言」1-4頁。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/102 
/shiryo/attach/1352307.htm
25） 前掲，注24）1-2頁。
26） 文部科学省（2012）『Hi, friends! 1』文部科学省。
  文部科学省（2012）『Hi, friends! 2』文部科学省。
27） 文部科学省「英語教育の在り方に関する有識者会議における審議の詳細」
14頁。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/102/shiryo/
attach/1352352.htm
28） 前掲，注24） 2 頁。
29） 前掲，注24） 3 頁。
30） 前掲，注24） 3 頁。
31） 前掲，注24）  3-4頁。
32） 山口県英語教育推進計画（2014年度）「周防大島町教育関係資料」周防大
島教育委員会提供。
33） 前掲，注32）に同じ。
34） 前掲，注32）に同じ。
35） 前掲，注32）に同じ。
36） 2014年度は 2名の先生が外国語指導助手（ALT）として周防大島町教育
委員会学校教育課により派遣されている。両先生ともハワイから来られ，
周防大島町の公立小・中学校に勤務している。
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